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　The purpose of this study is to examine the important role that local governments should play 
in the process which innovation promoters acquire the legitimacy while  following the framework 
of the innovation ecosystem for regional industry. The focus here is on how the cooperation of the 
local governments look when it is viewed from the promoters.
　As a result of research, we thought that local governments should be good collaborators when 
innovation promoters acquire the legitimacy, and presented three hypothetical views on the role of 
local governments, taking into account resource issues.
　（1） Actively cooperate to form a identity that reflects the individuality of the region, and 
support cognitive legitimacy.
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　（2） Look outside the region (out-group) to secure professional human resources, and support the 
cognitive legitimacy there.
　（3） Cooperate with the creation of a place for learning where local human resources and 
professional human resources, who move from outside the region （out-group） to this region (in-











































































































に結びつくモデルと考えられた（Council on Competitiveness, 2005）。






















































































　また、アルドリッチとフィオール（Aldrich & Fiol, 1994）は、正統性には認知的正統性








ことによって生じる正統性である（Aldrich & Fiol, 1994）。正統性の獲得に関して、たとえば、
事業の許認可権を有する制度当局から認可を得るために、学会での研究発表を通じて争った過
程が示されるが（Van de Ven & Graud, 1989）、こうした例は許認可に基づく社会政治的正統
性である。































ベーションの企図が既存の制度に合致したものであれば正統性が得やすい（Aldrich & Fiol, 
1994）。あるいは、制度に沿わない場合は、スタートアップ企業を調査した結果であるが、生
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　正統性のマクロレベルの源泉として、メディア、政府機関、専門家集団が挙げられる

























































































































































に関連づけて説明する理論に、社会的アイデンティティ理論（social identity theory）がある 



































価値の一致（Brown, 1969）、組織との一体感あるいは帰属意識（Ashforth & Meal, 1989）、知
覚される組織アイデンティティの特徴と同じものを個人の自己概念へ取り込むこと（Dutton, 






Harrison & Corley, 2008）は、アイデンティティを定義するプロセスを同一視とみなしている
のと同様、組織のメンバーとしてアイデンティティを認知するプロセスは組織同一視であると
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③組織への好意や愛着、帰属感である忠誠心（loyalty）の 3 要素により定義された（Cook & 
Wall, 1980）。その後、メイヤーとアレン（Meyer & Allen, 1991）は、①情緒的な愛着による
同一視、関与である情緒的コミットメント（affective commitment）、②組織を辞める際のコ
スト知覚に基づく存続的コミットメント（continuance commitment）、③理屈抜きに組織にコ

























アイデンティティが相対的に肯定的になる（Ellemers et al., 1988）。ここでいう集合行為とは
地域の目標達成、地域の利害優先などのように共通の利益を実現させようとする行為をいう
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度に注目すれば、両者は対立しやすい。それは実際的利害の衝突によるためである（Sherif, 







て共通内集団アイデンティティ（common ingroup identity）を形成すれば偏見が低減する 
（Gaertner, Dovidio & Samuel, 2000）。共通内集団へ同一視しているときには、たとえ個別集
団の同一視をしていたとしても、各集団間の偏見は低い水準にとどまる（González & Brown, 
2003）。















団メンバーに対する好意的態度を生んで偏見を低減させる（Gaertner, Dovidio, Anastasio, 

















ができ、多様な知識群が生み出せる（March, Sproull & Tamuz, 1991）。異質性を持った相手
と相互作用し合う過程では、自分たちの視点とは異なった視点が提供される可能性が高い。そ
の結果、より妥当な解を得たり、相互の違いを統合するような新しい視点を得る機会がもたら























のである（Lave & Wenger, 1991）。実践共同体（communities of practice）とは、あるテー
マについて関心や問題、熱意などを共有する人々が、継続的な相互交流を通じてその分野の知
識や技能を習得していく非公式な集団である（Wenger, McDermott & Snyder, 2002）。
　認知、学習の状況や環境は切り離せないという議論の中で正統的周辺参加の概念は中心的な
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の技能や知識の学習が行われる（Lave & Wenger, 1991）。参加とは学校の授業でなく実践的
な活動に従事すること、正統性とはメンバーとして実践そのものにかかわっていること、周辺
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